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１. 基本方針

公的年金制度は、「世代と世代の支え合い」と言われるように、広く世代・
年齢、地域・職域を越えた社会連帯の下に成立しており、これはいかなる制度
設計の下でも普遍的なものである。

公的年金制度の運営にあたる日本年金機構にとって、地域、教育、企業の中
での年金制度の周知、理解、支援のネットワークの再生・再構築が喫緊の課題
であると認識している。

このような認識に基づき、年金制度に対する理解をより深め、制度加入や保
険料納付に結びつけるため、それぞれの地域に根ざした「地域における年金運
営の展開に関する事業」（呼称：地域年金展開事業）を実施する。
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共同開催

・地方厚生(支)局
・都道府県労働局
・ハローワーク
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地域のネットワーク

年金制度の普及・啓発
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連絡調整。

・年金事務所の
状況把握。

年金事務所
・事業実施主体。
・代表年金事務所は管内
の年金委員活動支援を
取りまとめる。
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日本年金機構

・市区役所、町村役場
・自治会
・民生委員、児童委員

地域 関係団体

厚生労働省

教育委員会
社会福祉協議会

地方自治体

教育機関
商業施設 などなど

企業

社会保険（年金）協会・委員会
受給者協会
全国健康保険協会都道府県支部
都道府県社会保険労務士会
商工会・商工会議所 など

地域年金展開事業
年金制度の周知、理解、支援ネットワークの構築

①ポスターの貼付、チラシ・リーフレットの配布
②年金制度説明会
③年金セミナー
④出張年金相談会
⑤地域年金事業運営調整会議
⑥ねんきん月間・年金の日における各種取組
⑦「わたしと年金」エッセイ など

・委嘱事務
・各種支援（研修や情報提供）

地
域
住
民
・
学
生
や
生
徒

・
会
社
に
お
勤
め
の
方

等
年金委員

年金委員 地域年金推進員

協力者

２．地域年金展開事業の概要（1/2）
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地域年金展開事業の主な取組
◆公的年金制度の普及・啓発や国民年金保険料収納の向上等のため、関係機関との連携協力のもと『年金制度
説明会』や『年金セミナー』、『出張年金相談』等を実施します。

◆また、日本年金機構が取り組む公的年金制度の普及・啓発活動について、都道府県ごとに関係者や有識者か
らなる『地域年金事業運営調整会議』を開催し、事業推進の意見や助言を伺います。

年金委員を対象とした研修会の開催や、各種冊子・チラシ等、
活動に役立つ情報を提供。

年金委員
活動支援事業

公的年金制度の普及・啓発等についての検討や年金事務所が行
う事業への意見・助言を行うため、学識経験者や関係機関等を
委員として都道府県単位に設置。

地域年金事業
運営調整会議

・職員が自治体や民間企業、関係団体等に出向き、事務担当者
や従業員向けの年金制度説明会を実施。

・市区役所・町村役場の広報誌や行事等を通じ年金制度や日本
年金機構が行う事業の周知、ポスター・チラシの掲示や設置、
配付の依頼等。

地域連携事業

職員が、大学や専門学校、高校等に出向き、学生・生徒向けの
年金セミナーを実施。大学での年金相談や学生納付特例制度の
申請窓口の開設や、パンフレットの掲示や設置、配付の依頼等。

年金セミナー
事業

年金事務所から遠方の地域住民や利便性などのニーズに応える
ため、市区役所・町村役場や大規模商業施設、イベント会場等
で、出張年金相談や免除申請窓口を開設。

地域相談事業
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２．地域年金展開事業の概要（2/2）

◆なお、今年度は新型コロナウイルス感染防止に配慮した取組を実施しています。

《本来の取組内容》 《コロナ禍での取組内容》

アプローチは原則、電話・文書
により行う。
制度説明会や年金セミナーは、
Web会議ツール等を使用した非
対面型（リモート）による実施
を基本とするが、相手先機関か
ら要請があり、当該機関におけ
る新型コロナウイルス感染防止
対策の徹底が可能な場合は、対
面での開催を可能とする。なお、
年金セミナーでは解説付き動画
（DVD)配布による実施も有効
である。

委員長及び委員の過半数より要請
があった場合は、新型コロナウイ
ルス感染防止対策を徹底したうえ
で対面開催も可能とする。対面開
催が困難な場合は、書面開催。

原則、電話・文書による活動。対
面による場合は感染防止対策を徹
底。

新型コロナウイルス感染防止対策
を徹底したうえで実施。ただし、
地域によって感染状況が異なるこ
とから、実施の可否については、
各地の実情を踏まえて慎重に判断。
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年金制度説明会の実施に向けて

新型コロナウイルス感染症対策を踏まえ、事業所の従業員や自治体の担当者、ハロー

ワーク等での一般の方への年金制度説明会を、お客様のご希望に沿ったテーマで実施する。

市町村及び各種団体等と連携した取り組み

市町村が発行する広報紙のほか、各年金事務所管内で発行されている新聞、フリーペー

パー、コミュニティＦＭ及びケーブルテレビ等での周知に努める。

地域の特性に応じて、成人式におけるリーフレット配付、「こども絵画展」など、市町

村及び各種団体等のご協力を得ながら、各事務所で創意工夫を凝らした取り組みを実施す

る。

● その他、地域の特性に応じた取り組み

● 市町村の広報紙及びマスコミでの周知

● 事業所や地域・関係団体等において年金制度説明会を積極的に実施する。

３．重点取組（県全体）

地域連携事業
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年金セミナーの実施に向けて

セミナーの講師については、受講者の年齢に近い若手職員を中心に務め

る。そのため若手職員のプレゼンテーション能力の向上を図るため、県

及び各事務所のセミナー講師養成ＰＴで研鑽し、レベルアップに取り組

む。

また、地域年金推進員の委嘱拡大のため、機構本部と連携し長野県退

職公務員連盟・長野県高等学校校長会事務局等に引き続き働きかけて行

く。

● 教育機関のニーズに対応する取り組み

年金セミナー事業

未実施校に対しては、開催アンケートを活用したアプローチを行い、新規開拓に努める。

開催実績のある学校に対しては、過去のアンケート結果を踏まえたセミナー実施による具

体的な効果を伝え、令和３年度も継続して実施いただけるよう依頼して行く。

また、ＰＴＡや教職員を対象とした年金セミナーについても、積極的にアプローチを行う。

１月 １２月

・県下校長会での依頼
・高校・専門学校等へ
アンケート送付

・未回答校の後追い

・訪問・電話によるアプ
ローチ

・エッセイ募集協力依頼
・セミナーの実施

・学年末の再アプローチ
・次年度に向けたアプローチ

４月 ８月

・若手職員の講師
育成の取り組み

高校等へのアプローチのスケジュール
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年金委員の活動支援と委嘱拡大

● 委嘱の拡大の取り組み

【職域型年金委員】

新型コロナウイルス感染症対策を踏まえ、原則文書による委嘱勧奨を行う。県下統一

して、各事務所で一斉に未設置事業所に委嘱勧奨の通知を送付する。

【地域型年金委員】

長野県厚生年金受給者協会連合会及び社会保険労務士会・市町村等にご協力をいただ

き委嘱の拡大を図る。また、職域型年金委員で退職を契機に辞退された方については、

地域型年金委員への移行をお願いする。

年金委員活動支援事業

【職域型年金委員】

県内各社会保険委員会と連携し、全国健康保険協会長野支部と協力のもと、

新型コロナウイルス感染症対策を踏まえた制度周知等情報提供方法を検討し、

活動の支援に取り組む。

【地域型年金委員】

新型コロナウイルス感染症対策を踏まえ、連絡会に代わる支援を検討する。

● 活動支援の取り組み
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① 地域連携事業

４．令和２年度の取り組み結果と課題

〇事業所等を対象とした制度説明会の実施回数
事務所名 31年度 ２年度 増減
長野南 6回 1回 ▲5回
長野北 10回 ０回 ▲10回
岡谷 3回 0回 ▲３回
伊那 10回 ３回 ▲７回
飯田 5回 １５回 １０回
松本 29回 ３回 ▲２６回
小諸 2回 １回 ▲１回
合計 65回 ２３回 ▲４２回

〇関係団体と連携した研修の実施
団 体 名 内 容 事務所名

社会保険委員会 各委員会の研修会・役員会で「年金制度」・「制度改正」等を説明 全事務所

社会保険労務士会 各支部の総会・研修会で「年金制度」・「制度改正」等を説明 岡谷・伊那

社会保険協会 社会保険協会主催の新規適用事業所説明会等で「年金制度」を説明 全事務所

年金受給者協会 受給者協会総会で「年金制度」等を説明 岡谷

社会福祉協議会 伊那市社会福祉協議会の市民後見人養成講座で「年金制度」を説明
退職間近の職員を対象に「年金制度」を説明 伊那

伊那市役所 保健
福祉部福祉相談課

伊那市高齢者・障がい者施設権利擁護ネットワーク連合会にて「年金制
度」等を説明 伊那

制度説明会資料
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内 容 事務所名

企業からの依頼により、新入社員を対象とした年金制度説明会を開催 長野南

こども絵画展表彰式に併せた園児保護者等を対象とした説明会 岡谷

企業からの依頼により、退職間近の社員を対象とした年金制度説明会を開催 松本

〇その他の説明会

➢総括・課題

・新型コロナウイルス感染症の拡大により、集合での開催が困難となり、前年度を大
幅に下回る結果となってしまった。
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〇市町村と連携した制度の周知・啓発

内 容 事務所名
機構の情報誌「かけはし」により市町村（国民年金担当職員）へ情報提供 全事務所
市町村の国民年金担当者に制度周知を依頼 全事務所
市町村発行の広報紙へ制度記事、出張相談日程等を掲載 長野南・長野北・岡谷・伊那
市町村との連携を図るため、事務所独自の情報誌「かわらばん」を毎月発行 長野北

内 容 事務所名

諏訪地方のタウン誌へ開所時間、出張相談予約、ねんきんネット周知記事を掲載 岡谷
地域新聞社に年金委員功労者表彰、こども絵画展及び表彰式の記事を掲載 岡谷
「ねんきん月間」に「こども絵画展」を実施。地元テレビ・新聞が取材し記事掲載
ねんきんネットについても記事掲載 伊那

「ねんきん月間」に年金制度等について、管内マスメディアに広報を依頼。各ＦＭ
ラジオで放送、各ケーブルテレビで放映、新聞等に記事を掲載。

小諸

➢総括・課題

・多くの事務所で、地元のテレビ局・ＦＭ放送局・新聞社などに依頼し、年金制度等の広報をしていただいた。
特に小諸事務所では、「ねんきん月間」において多くのマスメディアに広報依頼を行い、取り上げていただい
た。
・未実施の事務所においても、利用可能なマスメディアに対し、各事業の情報を積極的に提供していく。

〇マスメディアを通じた広報の実施
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〇教育機関における年金セミナーの実施

事務所名
31年度 ２年度 増減

大学等 専門学校等 中高等学
校 合計 人数 大学等 専門学校等 中高等学校 合計 人数 合計 人数

長野南 1校
(1回)

9校
(9回)

7校
(10回)

17校
(20回) 1,418 1校

(1回)
4校

(4回)
6校

(6回)
11校

(11回) 379 ▲6校
(▲9回) ▲1,039

長野北 1校
(1回)

1校
(1回)

1校
(6回)

3校
(8回) 268 0校

(0回)
0校

(0回)
2校

(2回)
2校

(2回) 145 ▲1校
(▲6回) ▲123

岡 谷 0校
(0回)

5校
(5回)

3校
(7回)

8校
(12回) 515 0校

(0回)
5校

(6回)
8校

(9回)
13校

(15回) 852 5校
(3回) 337

伊 那 3校
(3回)

2校
(2回)

2校
(2回)

7校
(7回) 780 1校

(1回)
2校

(2回)
3校

(7回)
6校

(10回) 289 ▲1校
(3回) ▲491

飯 田 0校
(0回)

2校
(2回)

2校
(2回)

4校
(4回) 206 0校

(0回)
1校

(1回)
2校

(2回)
3校

(3回) 90 ▲1校
(▲1回) ▲116

松 本 4校
(4回)

6校
(10回)

5校
(5回)

15校
(19回) 3,486 0校

(0回)
1校

(1回)
3校

(3回)
4校

(4回) 231 ▲11校
(▲15回) ▲3,255

小 諸 4校
(4回)

6校
(6回)

7校
(8回)

17校
(18回) 1,350 3校

(3回)
4校

(4回)
9校

(11回)
16校

(18回) 1,454 ▲1校
(0回) 104

合 計 13校
(13回)

31校
(35回)

27校
(40回)

71校
(88回) 8,023 5校

(5回)
17校

(18回)
33校

(40回)
55校

(63回) 3,440 ▲16校
(▲25回) ▲4,583

② 年金セミナー事業
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〇その他の取り組み
内 容 事務所名

校長会にて年金セミナーの概要説明及び年金セミナー開催のアプローチを実施 長野南・松本・伊那・小諸

信州大学工学部に学生納付特例制度などのリーフレットを設置していただいた 長野南

信州大学特別支援学校及び長野養護学校高等部すざか分室で保護者を対象に年金制度説明会を実施 長野北

岡谷市内中学校長あて公的年金制度に関する啓発、周知事業に係る協力依頼 岡谷

※括弧内は実施回数



〇市町村における出張年金相談

事務所名 市町村 実 施 日 ２年度
回 数 相談者数

長野南
千曲市
坂城町

【更埴】毎月第２・４木曜日
【戸倉】第２月曜日
毎月第３水曜日

19回 97名

長野北 中野市
飯山市

毎月第１火曜日
毎月第４木曜日 20回 107名

岡谷 富士見町 毎月第１水曜日 12回 104名

松本
大町市
木曽町
南木曽町

毎月第３木曜日
毎月第２火曜日
偶数月第４木曜日

25回 165名

合計 76回 473名

③ 地域相談事業

➢総括・課題

・事務所から遠方での出張年金相談及びハローワークにおける説明会は、有効な事業
であるが、新型コロナウイルス感染症の影響で実施回数、相談者数ともに大幅に減少した。
・引き続き、大学・福祉施設等での出張年金相談（納付相談会）の開催に取り組んで行く。

〇その他の出張年金相談・納付相談会

出張年金相談実施場所

内 容 事 務 所 名
外国人留学生が多数在籍する専門学校で納付相談会を
開催 小諸

伊那市役所で国民年金被保険者を対象とした納付相談
会を実施 伊那

〇ハローワークにおける離職者対象の説明会
事務所名 場 所 ２年度

回 数 出席者数
長野南 長野・篠ノ井 62回 1,169名

長野北 飯山・須坂 36回 461名

岡谷 岡谷・諏訪 58回 1,056名

伊那 伊那 0回 0名

飯田 飯田 0回 0名

松本 大町 13回 221名

小諸 小諸・上田・佐久 0回 0名

合計 169回 2,907名

・
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④ 年金委員活動支援事業

○定期的な年金制度の周知・情報提供

内 容

職域型 制度改正事項、ねんきんネット等のチラシを配付
情報誌の送付

地域型 年金委員[地域型]活動の手引き、アニュアルレポート等の送付
情報誌の送付

〇年金委員研修会の実施

内 容

職域・地域型 各年金事務所で全国健康保険協会と合同で実施【ねんきん月間】

地域型 新型コロナウイルス感染症の影響により未実施
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〇年金委員の委嘱拡大

内 容 事務所名

職域型
年金委員の会議・研修会で委嘱勧奨を依頼 全事務所

事業所の対象を絞り委嘱勧奨文書の送付 伊那

地域型

職域型年金委員の退職を契機の辞退者に地域型年金委員への移行を依頼 全事務所

ＯＢ職員に対し、委嘱勧奨 伊那
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事務所名415 平成３1年度（Ａ） 令和２年度（Ｂ） 増減（Ｂ）－（Ａ）
職域型 地域型 合計 職域型 地域型 合計 職域型 地域型 合計

長野南 668 6 674 655 9 664 ▲13 3 ▲10
長野北 463 10 473 468 12 480 5 2 7
岡谷 528 11 539 532 12 544 4 1 5
伊那 417 10 427 414 11 425 ▲3 1 ▲2
飯田 390 12 402 389 11 400 ▲1 ▲1 ▲2
松本 810 17 827 806 18 824 ▲4 1 ▲3
小諸 807 15 822 816 25 841 9 10 19
長野県 4,083 81 4,164 4,080 98 4,178 ▲3 17 14
茨城県 2,277 76 2,353 2,329 82 2,411 52 6 58
栃木県 1,733 70 1,803 1,975 97 2,072 242 27 269
群馬県 1,883 114 1,997 1,945 150 2,095 62 36 109
埼玉県 2,828 128 2,956 2,925 140 3,065 97 12 109
新潟県 3,922 85 4,007 3,860 105 3,965 ▲62 20 ▲42

～年金委員委嘱者数（県内）～

➢総括・課題
・職域型年金委員数については、退職・転職等による辞退に伴い、後任の推薦が得られないケースが
多い。事務所により増減の差があるが若干ではあるが増加した。引き続き辞退者の後任の推薦が得ら
れるよう丁寧に説明しお願いしていく。
・地域型年金委員数については、高齢化により任期を継続されない委員が増えている。今後も引き続き
関係団体の皆様にご協力いただき委嘱の拡大に努めていく。
また、職域型年金委員で退職を契機に辞退された方については、地域型年金委員への移行を引き続き

強くお願いしていく。
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５．長野県内の各年金事務所における取り組み結果

長野南年金事務所

年金セミナー事業

●年金セミナーの開催
これからの社会を担う高校生などの若い世代

に対して、公的年金制度の役割や必要性を正し
く理解していただき、公的年金制度への加入義
務の意識の醸成を図ることを目的として、大学
1校、専門学校4校、高等学校6校で計11回開催
しました。

地域連携事業●
●「ねんきん月間」を活用した取り組み

11月の年金月間に併せ
、少しでも年金について
知っていただけるよう
ＪＲ長野駅の「りんごの
広場」で、年金に関する

パネルの展示を行い、
お客様にご覧いただき
ました。また、届出用紙、
チラシ等の設置を行いま
した。

「長野駅りんごの広場」でのパネル展示 年金セミナー
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長野北年金事務所

●制度説明会・研修会の開催
長野県社会保険協会主催の社会保険事務説

明会や新規適用事業所説明会で年金制度の説
明を実施しました。
また、信州大学教育学部付属特別支援学校

等で障害年金について説明を実施しました。
●その他
管内市町村国民年金担当者に情報誌「かわ

らばん」を配布し、制度改正の周知、年金事
務所の事業取組状況等の情報提供を実施しま
した。

年金セミナー事業地域連携事業

●年金セミナーの開催
高等学校1校、1回、59名
高等学校1校、1回、86名（動画視聴）

地域相談事業

●相談会の開催
ハローワークで開催される離職者説明会で

年金制度に関する説明・相談を実施しました。
（1ヵ所延べ36回、461名）
中野市、飯山市で出張年金相談を実施しま

した。（20回、延べ107名）

年金委員活動支援事業

●連絡会、研修会の開催
令和2年11月に年金委員・健康保険委員

合同研修会を実施しました。
令和2年11月に全国年金委員研修会がリ

モート方式で実施され、当所会議室で受講し
ていただきました。
社会保険委員会役員会等で年金制度の説明

や研修を実施しました。
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地域連携事業

岡谷年金事務所

●関係団体と連携した研修
年金セミナー事業

地域相談事業

年金委員活動支援事業

●富士見町出張年金相談

●看護系専門学校と高等学校での実施

年金委員研修会はコロナ禍の折、合同開催１回と
なりましたが、社会保険委員会会議、年金委員機関
紙の配布により、年金制度、ねんきんネットの利便
性、年金相談の予約制の拡充について理解を深めて
いただき、従業員及び地域の方に周知して頂くよう
お願いしました。

令和2年4月から令和3年2月までの間、対面型、Ｄ
ＶＤ視聴型、ＷＥＢ型の多彩な実施方法を学校側に
選択いただき、看護系専門学校で5校、管内高校では
8校開催することができました。

毎月第一水曜日に富士見町役場において出張年金
相談を開催しています。

社会保険協会と連携して事業所担当者対象の年金制
度の研修を実施しました。

●市町村と連携した制度の周知・啓発

●マスメディアを通じた広報の実施
タウン誌「月刊ぷらざ」へ年金制度に関する記事

を毎月掲載しています。

市町村発行の広報紙へ制度記事を掲載して頂きまし
た。

●こども絵画展の開催
岡谷市のご協力を得て、2カ所の保育園児が描いた

絵画を事務所内に展示し、表彰状受渡の際、保護者・
職員を対象に年金制度に係るリーフレットを配布しま
した。
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伊那年金事務所

地域連携事業

●「こども絵画展」の開催
ねんきん月間の取組みの一つとして、近所の保育園の子

供たちに「将来の夢」をテーマに絵を描いてもらい、お客
様待合スペースに展示しました。園児たちの見学にあわせ、
地元ケーブルテレビ、新聞の取材も受けました。

●関係団体と連携した説明会の実施
伊那市社会福祉協議会で開催した「市民後見人養成講

座」をはじめ、6カ所で公的年金制度についての説明会を
行いました。

●事業所を対象とした説明会の実施
事業所の退職予定者を対象とした年金制度、手続き等に

関する説明会を3事業所で実施しました。

年金セミナー事業

●新たに高校1校を加え、6校で実施
1月に長野県南信工科短期大学校、2月に長野県公衆衛生

専門学校、上伊那医師会付属准看護学院、伊那西高校、高
遠高校と、新たに駒ヶ根高校が加わり、計6校で実施しまし
た。

年金委員活動支援事業

●職域型年金委員研修会の実施
社会保険委員会と連携し、年金制度の研修会を11月と2月

の2回実施しました。
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年金セミナー事業

飯田年金事務所

地域連携事業

地域相談事業

年金委員活動支援事業

●新型コロナ感染症拡大防止のため、ハロー
ワークでの「雇用保険受給者説明会」が中止さ
れていたため、未実施となりました。

●事業所における新規採用者、定年退職予定
者向けの研修会に出向き、年金制度説明会を
開催しました。
●社会保険協会、社会保険労務士会の会議、
研修会に出席し年金制度について説明しまし
た。
●機構情報誌「かけはし」により市町村（国
民年金担当職員）へ情報提供を行いました。

●新型コロナによる影響で、年金セミナーの回
数は減少しました。非対面である動画提供型の
セミナーも行い、専門学校1校、高等学校2校で
実施し、年金制度についての説明を行いました。

●令和2年11月に年金委員、健康保険委員を対
象に合同研修会を行いました。
社会保険委員会役員会において年金制度の

説明を行いました。
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松本年金事務所

年金委員活動支援事業

地域連携事業

●制度説明会・研修会の開催
長野県社会保険労務士会中信支部、社会保険

協会の会議及び研修会等において、年金制度の
説明を実施しました。
また、管内市町村職員を対象とした研修会を

開催し、連携を図りました。
●その他
新型コロナの影響で年金セミナー等が開催で

きなかったため、大学等に年金制度の仕組みに
関するパンフレット、冊子等を設置しました。

年金セミナー事業

●コロナ禍でのセミナー開催
新型コロナの影響で回数が大幅に減少したも

のの、大学2校、各種学校2校、年金セミナーを
開催し、年金制度の果たす役割及び相互扶助の
重要性等を丁寧に説明しました。

地域相談事業

●相談会の再開
新型コロナ感染拡大防止のため中止していたハ

ローワークの離職者説明会での年金制度に関する
説明・相談を再開しました。（13回：221名）
大町市・木曽町・南木曽町での出張年金相談に

ついても再開しました。（25回：171名）

●研修会の開催
令和2年11月に年金委員、健康保険委員を対象

とした合同研修会を開始しました。
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小諸年金事務所

●年金セミナー等
・年金セミナーについては、対面型やＤＶＤ視聴型によ
る方式で、16校に対して21回のセミナーを開催しました
。（大学3校、各種学校4校、高校9校）
・長野大学：学生サイトへ「知っておきたい年金のはな
し」データをＵＰしていただきました。
・信州大学：学生サイトへ機構ＨＰ「知っておきたい年
金のはなし」をリンクしていただきました。
・外国人留学生が多数在籍する複数の専門学校で、学校
にも協力いただき学特・免除相談会を開催しました。

年金セミナー事業

地域相談事業

●その他
例年行っているハローワークで開催される離職者
説明会は、コロナ禍により実施できませんでした。

地域連携事業

●マスメディアの協力をいただき、ケーブル
テレビ・新聞・ＦＭラジオで年金制度の周
知を行いました。
(ケーブルテレビ1社、新聞1社、ＦＭラジオ2社）

●年金制度説明会
・事業所内年金説明会 1回
・市町村職員研修会 3回 社会保険委員会 3回
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地域連携事業
• 事業所における年金制度説明会の実施に向けたアプローチ
• 事業所等で年金制度説明会の実施
• 新規適用事業所説明会で制度説明
• 市町村向け広報誌「かけはし」の配付（奇数月）
• 市町村広報紙への記事掲載依頼
• 社会保険委員会役員会で年金制度を説明
• 社会保険事務説明会で年金制度を説明
• 「ねんきん月間」の広報（市町村広報誌への掲載依頼、ポスターの掲示依頼等）
• 「ねんきん月間」・「年金の日」の事業の実施

年金セミナー事業
• 大学、短期大学、専門学校および高等学校における年金セミナーの実施に向けたアプローチの実施
• 大学、短期大学、専門学校および高等学校における年金セミナーを実施
• 教育機関へ「エッセイ募集」の協力依頼
• 「年金セミナー王」長野県予選の開催
• 校長会（県下４カ所）で令和３年度のセミナー実施依頼（代表）
• 県下の教育機関に令和２年度のアンケートを送付（代表）

６．令和３年度長野県地域年金展開事業事業計画
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地域相談事業
• ハローワークにおける年金制度説明会
• 遠隔地等における出張年金相談の実施

年金委員活動支援事業
• 新規適用事業所説明会・社会保険事務説明会等で委嘱勧奨を実施
• 各社会保険委員会役員会・研修会で年金委員に委嘱勧奨を依頼
• 地域型年金委員へ「活動の手引き」等資料を送付（代表）
• 年金委員未設置事業所に委嘱勧奨を実施
• 地域型年金委員連絡会を開催
• 全国年金委員研修会への参加（職域型・地域型）（代表）
• 年金委員研修会、年金委員功労者表彰（職域型・地域型）
※協会けんぽ（健康保険委員）と共催
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７．事務所別事業計画

長野南年金事務所

長野北年金事務所

岡谷年金事務所

～長野県内年金事務所の管轄区域図～

※厚生年金保険・健康
保険については、長野
市は大字や町名によっ
て長野南年金事所と長
野北年金事務所で分か
れています。

代表事務所として、長野県の地域年金展開事業を推
進していくための企画を検討していきます。
年金セミナーの県内統一的なアプローチの実施と、

県全体で講師担当者のスキルアップが図れるよう取り
組みます。

年金セミナーの講師担当者の熟練度を高めるとと
もに、教育機関への開催勧奨、実施方法の要望を取
り入れ、昨年以上の開催を目指します。

年金セミナーの内容を充実させるとともに、制度
説明会では、ご要望に沿った説明ができるよう講師
のスキルアップを図り、開催回数が増加するよう努
めます。
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伊那年金事務所

飯田年金事務所

松本年金事務所

小諸年金事務所

年金セミナーや年金説明会の実施回数を増やすために、積極的なアプローチを行い
ます。また、ＰＴを定期的に開催し、オンライン研修に向けたセミナー講師のスキル
アップを図ります。

年金セミナー及び年金制度説明会の未実施教育機関及び事業所へのアプローチを実施
し開催回数の増加を図るとともに、非対面型のオンラインセミナーの取組を強化します。

年金セミナーＰＴを活動母体として、年金セミナーの内容の充実を図るとともに、非
対面によるオンラインセミナーの取組を強化します。

・ねんきん月間を契機に、ＦＭ放送、市民タイムス等を活用した制度周知を計画します。
・年金セミナーは、講師のスキルアップに努め実施回数を増やします。
・外国人留学生が多く在籍する学校で、相談窓口を開催します。
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